







































































































































































































































交流の種類 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比 事業数 構成比
1　友好使節等に
@よる人的交流 286 31．6 31 21．7 33 24．6 222 35．3
2　文化，教育，




11 7．7 17 12．7 101 16．1
4　経済，技術交ｬ 134 14．8 42 29．4 20 14．9 72 1工．5
5　文化，芸術等
にかかわる催物 105 11．6 17 11．8 18 13．4 70 11．1
の開催
6　そ　の　他 ’65 7．2 21 14．7 9 6．8 35 5．6
合　　　　　計 905 100 143 100 134 100628 100
！提携当り



































































































































































































































































































































北　　米 ア　ジ　ア ヨーロツノぐ その他
?
食料品製造業 3（75．0） 1（25．0） 4（100．0）
繊維工業 4（21．1） 10（52．6） 2（10．5）3（15．8） 19（100．0）
衣服・繊維製品製造業 1（10．0） 5（50．0） 4（40。0） 10（10G．0）
化学工業 4（100．D） 4（100．0）
ゴム製品製造業 3（50．0） 2（33．3） 1（16．7） 6（100．0）
一般機械器具製造業 2（22．2） 2（22．2） 5（55．6） 9（100．0）
電機機械器具製造業 1（14．3） 4（57．1） 2（28．6） 7（100．0）
輸送用機械器具製造業 5（45．5） 6（54．5） 11（100．0）
その他製造業 1（20，0） 3（60．D） 1（20．0） 5（100．0）
卸売業 2（22．2） 5（55．6） 2（22．2） 9（100．0）
サービス業 5（83，3） 1（16．7） 6（100．0）
その他非製造業 3（60．0） 1（20．0） 1（20．0） 5（100．0）
?
30（31．6）42（44．2）16（16．8） 7（7．4） 95（100．0）
　注1）　「その他製造業」は木材・製品製造業，パルプ・紙製造業，プラスチヅク製品
　　　製造業の合計である。
　　2）　「その他非製造業」は運輸業，小売業，不動産業の合計である。
　　〔出典〕岡山経済研究所編『図説岡山経済』1993年，による。
ではアジアが最も多く42社，つづいて北米30社，ヨーロッパ16社，その他と
なっている。また，業種別では繊維工業19社，輸送用機械器具製造業11社，
衣服・繊維製品製造業10社，一般機械器具製造業9社，卸売業9社，などと
なっている。近年，部品工場等の東アジア，特に中国，韓国，台湾，タイ等
への進出の動きが顕著となっており，地域部品工場等産業の空洞化を招く恐
れも指摘されている。
　岡山県は，吹屋，越畑，牛窓，八塔寺，建部，白石島の県内6ヵ所に国際
交流ヴィラを設け，岡山県を訪れる外国人に日本の伝統的な家屋に宿泊し各
地の自然，文化，伝統的生活などを体験できるよう便宜を与えている㈹。
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　岡山県及び県内市町村の1993年3月末現在の姉妹（友好）提携の状況は表
5の通りである。先に見た通り，岡山県は中国江西省と，岡山市はサンノゼ
市など4市と，倉敷市はサソクトペルテン市など3市と，ほかに玉野市，高
梁市，新見市，吉永町，和気町，牛窓町，作東町，水島港が姉妹提携をして
いる。瀬戸大橋は，ゴールデン・ゲート・ブリッジ（米国カリフォルニア
州），第2ボスポラス橋（トルコ）と姉妹提携をしている。
　中国との姉妹（友好）提携では，岡山県の江西省との提携のほかに，岡山
表5　岡山県内の姉妹（友好）提携の状況 （1993年3月末現在）
自治体名簿 提　　　携　　　先 提携年月日
岡　山　県 江　　　　　西　　　　　省（中　　　　　　国） 1992，　6，　1
岡　山　市
サ　　ソ　　ノ　　ゼ　　市（米・カリフォルニア）
T　　　ン　　ホ　　セ　　市（コ　ス　タ　リ　カ）
v　ロ　ブ　デ　ィ　フ　市（ブ　ル　ガ　リ　ア）
戟@　　　　陽　　　　　市（中　　　　　　国）
1957．　5．26
P969．　1．27
P972．　4．28
P981．　4．　6
倉　敷　市
サンタ　トペルテ　ン市（オース　ト　リア）
J　ン　ザ　ス　シ　テ　ィ　市（米　・　ミズー　リ）
Nライス　トチャーチ市（ニュージーランド）
1957．　9．29
P972．　5．20
P973．　3．　7
玉　野　市 忠　　　　　武　　　　　市（韓　　　　　　国） 1981．　8，　3
高　梁　市 ト　　　ロ　　　イ　　　市（米　・オハイオ） 1990．　5．　4
新　見　市 信　　　　　　陽　　　　　　市（中国　・河南省） 1992．　4．16
水　島　港 ア　　　ド　　レ　　イ　　　ド　　港（オース　ト　ラ　リ　ア） 1984．11．29
瀬戸大橋 ゴールデン・ゲート1ブリッジ（米・カリフォルニア）諱@2　ボ　ス　ポ　ラ　ス　橋（ト　　　ル　　　コ）
1988．　4．　5
H988．　7．　3
吉　永　町 ク　　　レ　　　ア　　　一　　　町（オース　ト　ラ　リ　ア） 1990．　1．18
和　気　町 上　　海　　市　　嘉　　定　　県（中国　・上海市） 1992．10．15
牛　窓　町 ミ　テ　　ィ　　リ　ニ　市（ギ　　リ　シ　　ャ） 1982．　7．　6
作　東　町 セ　ン　ト　バ　レ　ソタ　イ　ン市（フ　　ラ　　ン　　ス） 1988．　4．　6
注）岡山県「国際交流課事業の概要」1993年による。
（18）注（17）の資料による。
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市の洛陽市との提携（1981．4．6），新見市の信陽市（中国・河南省）との
提携（1992．4．16），和気町と上海市嘉定県との提携（1992．10．15）など
かなりの数にのぼっている。また，玉野市と韓国の忠武市との提携（1981、
8．3）が他に見られる。
　c．姉妹都市提携と岡山市の活動
　国際的な姉妹都市の運動は，第2次大戦後荒廃したヨーロッパを救おうと
する平和のための運動として欧州で始まったと云われる。それは，今日，民
間の非政府的団体（NGO）ないしはボランティア団体の運動にまで拡がり
を見せるに至ったのである（19）。
　岡山市の海外都市との姉妹提携では，戦後1957（昭和32）年5月26日のア
メリカ合衆国カリフォルニア州・サンノゼ市（SanJose）との間での縁組み
の締結が最初とされている。海外都市との縁組みでは，全国で長崎市，仙台
市に次いで3番目であった（20）。戦後日本で最初に海外の都市と姉妹都市の縁
組みをしたのは原爆に遭った長崎市で，1955（昭和30）年12月，アメリカ合
衆国のセント・ポール市との間で締結した。この年岡山市のあと，三島，倉
敷，大阪，神戸，横浜の諸都市がつづいて姉妹都市の締結をしている（21）。
　サンノゼ市との都市提携の動きは，田淵久市長の時代で，最初サンノゼ布
側からの働きかけによって始まった。’56年11月広島アメリカ文化センター
館長アボル・フツイ氏が来岡，姉妹都市縁組を希望するサンノゼ市の意向を
伝えた。その後両市の間で資料などの交換・人的交流も活発に行い，’57年
3月岡山サンノゼ盟友都市協議会を結成，縁組の準備を進めた。同月，サ7
ノゼ市長からの正式な申し入れを受けて，岡山市は市議会全員協議会の了承
（19）　『岡山市百年史』下巻，1991年刊，31ページ。
（20）　『岡山市百年史』下巻，104ページ。
（21）前掲，国際親善都市連盟資料による。
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を得た上で，申し入れを受諾する旨を回答した。’57年5月26日，岡山市の公
会堂において，サンノゼ市のマッセン助役とその家族の列席を得て都市提携
の式典を行い，サンノゼ市でも25日ローズ・ガーデンにおいて式典を挙行，
両市の姉妹都市縁組が成立した（22〕。
　’57年10月，田淵岡山市長夫妻がサンノゼ市長の招待を受けて同市を訪問，
翌年5月には，サンノゼ市長ロバート・ドア氏夫妻が来岡，1周年記念式典
に列席した。一方サンノゼ市においては，当時の三木行治岡山県知事，・早川
雪州氏らが1周年記念式典に出席している。
　’63年6月，リーダーズ・ダイジェスト財団などによる姉妹都市コンテス
トにおいて，岡山・サンノゼが第1位に選ばれ，’64年6月には教師学生交
換部門の活動について表彰され，さらに’74年9月には，同財団から都市縁
組活動の青少年事業部門でも受賞している。
　両市の都市縁組の主な活動としては，両市間の学生交換、，大学教授等の交
換訪問（第1回交換教師として’62年5月岡山大学助教授安藤正瑛氏が選ば
れ，サンノゼ市で禅とアメリカ文学を講義），画展の開催，各市病院間の縁組
（岡山市内万成病院），日本式庭園（友情庭園）の現地開設，スポーツチーム
の来岡（柔道ほか），市立中学校の英語指導講師の来岡，岡山物産展の現地で
の開催，商工会議所視察団等の現地のシリコンバーレイの調査訪問，YMC
A，川柳，剣道，語学教育，ボーイスカウト，合唱団，絵画，宗教ほかの各
種の文化・芸術・スポーツ使節団の訪問と来岡などのケースとなってあらわ
れている。
　ちなみに筆者も，1985（昭和60）年10月文部省在外研究員出張のさい，サ
ンノゼ市の都市行財政の現状視察のため同市を訪問，市議会でプレゼンテー
ションを行った。また，1993年8月には，カリフォルニア州バークレイの
Visiting　Scholarとして渡米中の中村良平氏（岡山大学経済学部）とサンノゼ
（22）岡山市・岡山市国際交流協議会「姉妹都市・友好都市のあゆみ」（1993年）による。
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市の都市の財政の現状，インダストリアル・パーク（シリコン・バーレイ）
等の調査目的で再び訪れた経験もある。
　’88年9月には市内の山陽学園短期大学がサンノゼ市郊外のディアンザ・
カレッジと姉妹大学縁組を締結し，学生交換等を実施しているが，これは，
各都市の大学間の交流にまで発展したケースである。
　このようにして，両市の交流は，現在まで各種使節団による人的交流，文
化・芸術・スポーツ交流などのレベルで進んできている。
　両市の物産展は行われているが，物産物の本格的な交易，企業の技術交流
や都市行政・都市計画の情報交換などの交流までには至っていない。現地で
の日本式庭園の建設などが現在までの姉妹都市提携のより進んだ形態の一つ
と言えるだろう。
　岡LI」市は，その後，先の表5でも見る通り，岡崎市長時代の1969年1月
27日コスタリカのサンホセ市と，1972年4月28日ブルガリアのフ。ロブディフ
市と，また1981年4月6日中国洛陽市と姉妹都市の提携を行っている。
　サンホセ市とは人的交流を主体とした交流であったが，造園・公園管理に
関する技術研修生の来岡（！989年）などが注目される。プロブディフ市，洛
陽市なども人的交流を主体とした交流であったが，’91年9月，洛陽市から
技術研修生7名（医学2名，機械工学2名，機械製造1名，花卉園芸1名，
日本語1名）の山岡が見られている。
むすびにかえて
　以上，地域の国際化と自治体の国際交流について，その現代的意義，姉妹
（友好）提携の数・提携相手自治体の国際的な拡がりと，特に1980年代以降
の「環日本海」地域に代表されるロシア連邦極東地方，中国東北三省，韓国
など東アジア地域との交流の深まりが見られ出していることを見てきた。そ
うして，この点は，瀬戸内岡山県・岡山市と中国との交流などの例にも認め
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られるところであった。
　今日，自治体の国際化，国際交流の展開は，単に従来までのような人的交
流を主体とした姉妹友好提携の段階にとどまらず，技術・政策交流，新たな
国際分業化を含む交流の段階へと進みつつある。
　第1は，これまでの姉妹都市間の人的な交流からさらに，中国，東アジア
等への経済技術協力，医療技術や農業技術の交流，多様な文化交流などへと
進みつつあることである。例えば，石川県や金沢市の中国蘇州市からの技術
研修生の受け入れ，鉄工業界の経済技術交流団の聖句及び中国からの考察団
の来日などの例に認められる。また，岡山県，岡山市及び民間企業，大学等
における企業代表団，農業視察団，女性訪問団，留学生や海外技術研修員等
の受け入れ（主にアジア，中南米等発展途上国から）と医療技術者を含む各
種技術指導者の相手国への派遣にも認められる。
　第2に，国際都市圏の政策交流化の方向である。この点では，1972年11月
の東京都の提唱による「世界大都市会議」（ロンドン，ニューヨークほかの5
大都市の市長の都市問題を解決するための政策交流会議），1984年8月滋賀
県で開催され湖沼の環境汚染対策を取り上げた「世界湖沼環境会議」（この
会議で財団法人・国際湖沼環境委員会を創設），1985年5月の東京での「世
界大都市サミット」（19力国，1200名が「都市経営の理念と政策」を討議），
1987年11月京都市で開催された「世界歴史都市会議」（第4回は1994年4月
再び京都市で開催予定）などの方向である（23）。上記の方向は，地方自治体間
の知識・情報の交換，人的交流などを通じて政策能力の形成，地方分権の強
化と地方自治の内実化に一定の貢献をなすものと期待できる。
　地方自治体の国際的な姉妹提携は，これまでの儀礼的な交流の段階を越え
て今や第2の新しい産業技術協力・援助や都市自治体の政策交流，地域間の
（23）例えば佐々木信夫「自治体の国際政策交流」前掲，松下，r自治体の国際政策』所収，
　参照。
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教育・文化に根ざした交流の段階へと進みつつある。そうして，この傾向
が，現在一部地域（例えば日本海側の新潟県地域）に見られ出している地域
間の国際的な分業をいかに促進するかについては，なおいくつかの課題を残
しており，現行の姉妹提携が国際的な地域間の分業一いわば域際分業一にま
でいかに進み得るかが，今後への重要なカギとなると思われる。
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